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四半期定期レポート

ハイライト
インフレの高進、金利の上昇、投資の減少、およびロシアのウクライナ侵攻に
よる一連の混乱に直面して、世界の経済成長は急激に鈍化している。
（2023年1月10日付の世界銀行「世界経済見通し」より）

マクロ経済動向
脆弱な経済状況の中、予想を上回るインフレ、
それを抑えるための急激な金利上昇、COVID-
19 パンデミックの再燃、地政学的緊張の高まり
など、新たに起きた有害な事象は世界経済を
景気後退に追いやる危険性をはらんでいる。そ
のような景気後退が起きれば、80年余ぶりに
10年間に2度の世界景気後退が起きたことに
なる。
世界経済は 2023年に1.7% 、2024年に
は2.7％成長すると予測されるが、成長率の急
激な落ち込みは広範囲に及び、先進国の
95%、新興市場国と発展途上国のほぼ70%
で成長予測が下方修正された。
先進国の経済成長率は、2022年の2.5%
から2023年には0.5%への減速が予測される。

過去20年間、この規模の減速は世界的な景気
後退の前兆となった。米国の2023年の成長率
は0.5%への低下が予想され、前回予測を 1.9
ポイント下回り、公式の景気後退期を除くと
1970年以来の最も弱い成長率となる。また、
2023年のユーロ圏はゼロ成長と予測され、前回
予測からやはり1.9ポイント低下した。中国の同
年の成長率予測は4.3%で、前回と比べ 0.9ポ
イント下回った。
中国を除くと、新興市場国と発展途上国の

2023年の成長率は、前年の3.8%から2.7% 
へ減速すると予想される。これは、外需の大幅な
低下に加え、高インフレと通貨の下落、資金調
達条件の引き締まり、その他の国内の逆風を反
映した結果による。 (Fig.1) (Fig.2)
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Fig.1 主要先進国の物価上昇率推移

（出典：Nasdaq Data Link）

Fig.4 鉄鉱石価格推移

（出典：FRED）

Fig.3 原油価格推移

（出典：FRED）

Fig.2 主要国の購買担当者景気指数(PMI)推移

（出典：マークイット (S&P Global)、国家統計局）
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国内経済動向
国内経済は、コロナ禍からの社会経済活動の
正常化が進みつつある中、緩やかな持ち直しが
続いている。その一方で、世界的なエネルギー・
資源・食料価格の高騰や欧米各国の金融引
締め等による世界的な景気後退懸念など、国
内経済を取り巻く環境には厳しさが増している。
(Fig.3) (Fig.4)

内閣府は令和４年度の実質国内総生産
（実質GDP）成長率は 1.7％程度、名目国
内総生産（名目GDP）成長率は1.8％程度
となると見込んでいる。また、消費者物価（総
合）は、エネルギーや食料価格の上昇に伴い、
3.0％程度の上昇率になると見込む。
(Fig.5)（Fig.6）

建設投資額と建設業就業者数の推移
2022 年度の建設投資額は、前年度比

1.5％増の67兆6,200 億円、2023年度の
建設投資額は、前年度比3.4％増の69兆
9,000億円と予測されている。この内、2022 
年度の政府建設投資額は、前年度比0.6％
増、2023年度の政府建設投資額は、前年度
比1.9％増、2022年度の民間住宅投資額は、
前年度比2.4％増、2023年度の民間住宅投
資額は、前年度比1.8％増、2022年度の民
間非住宅建設投資額は、前年度比

8.7％増、2023年度の民間非住宅建設投資
額は、前年度比3.4％増と予測され、コロナ禍に
よる影響からの建設投資の回復は、建物用途に
よってばらつきがある。（Fig.7）
一方、2022年1月～9月の建設就業者数は、

458万人～500万人で推移しているが、関東の
直近1年間の建設技能労働者過不足率（８
職種計・全国）によると、平均1.6%の不足傾
向が続いており、今後、2024年問題や高齢化
問題等により建設就業者数が減少する場合は、
労務費の上昇につながる可能性がある。
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（出典：国土交通省、総務省）

Fig.6 国内消費者物価指数と為替レート推移

（出典：Nasdaq Data Link）

Fig.5 新型コロナウイルス国内新規感染者数

（出典：厚生労働省）

Fig.7 建設投資額と建設業就業者数の推移
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建設業界動向
2022年12月時点（竹中工務店のみ2022
年6月時点）の大手ゼネコン各社の第三四半
期決算発表資料による業績推移を（Fig.8）
に示す。2023年3月期（竹中工務店のみ
2022年12月期）の業績見込みは、鹿島建

設を除いて、各社共、中間決算時の見込みを
据え置いているのは、近年の建設資材価格の高
騰は、減速の兆しを見せているものの、工事原
価上昇分の工事価格への転嫁の遅れが、影響
しているものと推測される。
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Fig.8 大手ゼネコン各社の業績推移

（出典：各社第三四半期決算短信発表資料）
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公共工事の労務単価
国土交通省は、2023年2月14日付で、公
共工事の入札で予定価格の算出などに使う労
務単価を、2023年3月1日から全国・全職種
平均で5.2%引き上げることを発表した。労務
単価の引き上げは、2013年度以来、11年連
続で、5％を超える伸び率は9年振りとなる。

また、設計や測量、地質調査などの業務に適用
される技術者単価も過去10年で最も大きい伸
び率となる5.4%の引き上げとなり、労務単価同
様、11年連続の引き上げとなる。
(Fig.9) (Fig.10)
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Fig.9 全国・全職種平均 公共工事設計労務単価推移

（出典：国土交通省発表資料）

法定福利費相当額の反映や東日
本大震災の被災３県での単価引
き上げによる単価算出方法の変更

Fig.10 全職種平均 設計業務委託等技術者単価推移
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建設業界の2024年問題とは
2019年4月より順次施行されている「働き方
改革関連法」によって、時間外労働の上限規
制が導入された。しかし、建設業界は、環境改
善に時間を要することから、2024年3月まで5
年間の猶予期間が与えられ、2024年4月1日
以降の施行と先延ばしされた。（ただし、災害
の復旧・復興の事業を除く。）
そのため建設業界では、2024年までに様々
な改善のためにアクションを取らなくてはならず、
これが「建設業界の2024年問題」と言える。
今回の改正によって、法律上、時間外労働の
上限は原則として月45時間・年360時間と
なり、臨時的な特別の事情がなければこれを超
えることができなくなる。

また、臨時的な特別の事情があって労使が合
意する場合（特別条項）でも、以下を守らなけ
ればならない。
✓ 時間外労働が年720時間以内
✓ 時間外労働と休日労働の合計が月100時
間未満

✓ 時間外労働と休日労働の合計について、
「２か月平均」「３か月平均」「４か月平
均」「５か月平均」「６か月平均」が全て
１月当たり80時間以内

✓ 時間外労働が月45時間を超えることができ
るのは、年６か月が限度

上記に違反した場合には、罰則（６か月以下
の懲役または30万円以下の罰金）が科される
おそれがある。

国土交通省の取り組み
2017年６月に「建設業の働き方改革に関
する関係省庁連絡会議」が設置され、同年8
月には、公共・民間を含め全ての建設工事にお
いて働き方改革に向けた生産性向上や適正な
工期設定等が行われることを目的として、「建
設工事における適正な工期設定等のためのガ
イドライン」が策定され、（2018年7月第1次
改訂）各関係方面に以下のような対応を求め
ているが、近年の急速な建設物価上昇局面に
おいて、工期の伸長は工事予算の増大に直結
するだけに、どれほどの実効性があるのかが問わ
れる。
国の発注工事においては、本ガイドラインに
沿った工事の実施を徹底し、地方公共団体及
び独立行政法人等に対しても、本ガイドライン
の遵守のための取組を強化するよう要請する。

また、民間工事の請負契約は、発注の特性や
市場の環境等を踏まえ受発注者間の協議・交
渉により締結されるものであることに留意しつつ、
民間発注者団体に対しても、本ガイドラインに
沿った工事の実施がなされるよう、内容を周知し、
理解と協力を求める。
さらに、建設業界においても、本ガイドライン
沿って、下請契約も含め適正な工期設定を行う
ことを通じて、時間外労働に係る割増賃金の支
払い徹底などの適切な労務管理とも相まって、
建設業の担い手ひとり一人の時間外労働の段
階的な削減や週休２日の確保に向けた計画の
策定、業界を挙げた運動など、働き方改革への
具体的かつ実効的な取組へと確実に結びつけて
いくこと、また、発注者や国民の理解を得るため
の生産性向上に業界を挙げて取り組むことを求
める。
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（出典：国道交通省発表資料）
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材料価格推移
異形棒鋼、生コンクリート、型枠用合板、電
線、ガス管の直近1年間の価格は、過去最高
値を更新しており、歴史的な資材価格の高騰
となった。しかしながら、中国のゼロコロナ政策下
での経済活動の停止による鉄スクラップ価格の
急落を受け、異形棒鋼価格は下落し、総じて、

値上げが一部浸透した資材では踊り場を迎え
ており、足元では「横ばい」で推移する資材が目
立っている。一方、生コンクリート、アスファルト混
合物は、原材料高や輸送コストの増加を背景に
各地で値上げ交渉が続いており、上げ幅及び上
伸都市数が拡大している傾向が顕著である。
(Fig.11)

労務費推移
2015年以降の労務費は、大きな変動なく推
移してきたが、国土交通省発表の2022年12
月時点での建設労働需給調査結果では、全
国の８職種の過不足率は1.0％の不足で、前
月と比べ0.3ポイント不足幅が縮小したものの
全職種で不足傾向となっている。

また、翌々月（2月）における労働者の確保
に関する見通しは、「困難」と「やや困難」の合計
が27.3％で、対前年同月比3.8ポイントの上昇
となっており、今後の労務需給バランスの変化や
2024年問題は、労務費の上昇要因となり得る。
（Fig.12）
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Fig.12 主要労務材工費（東京都）推移

Fig.11 主要建設材料（東京都）価格推移

（出典：建築施工単価）

(材工)

（出典：積算資料・鉄鋼新聞）
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建築工事費推移（共同住宅・事務所）
建築工事費は、リーマンショック後の急激な下
落の後、東日本大震災の震災復興需要により
2013年以降は上昇し、2015年後半にピーク
に達した。その後、一旦下がり傾向になったが、
2017年以降は東京オリンピック需要を受けて、
堅調に推移した。
特に、コロナ禍からの回復による海外の建設
需要の急増や物流の混乱により、資材価格の
高騰に拍車がかかった。また、ウクライナ情勢や
原油高による資源・エネルギー価格の高騰、急
激な円安による輸入資機材の高騰などにより、
多くの資機材価格は急速な上昇が続いた。
建設物価主要資材の先行き気配を半年前
と比較すると「強含み」が減少し、「横ばい」は増
加、「弱含み」は減少しており、価格は安定化
したように見えるが、現状の価格転嫁ではコスト
アップ分を吸収できないとして値上げ交渉を継
続している資材は多い。

今後は、これまでの価格転嫁未達分に加えて、
エネルギー価格の上昇分や副資材の値上がり分
を含めた値上げ交渉が行われる見通しにある。し
かし、原料価格の高騰を背景とした大幅な値上
げ進展後の断続的な値上げに対して需要家の
理解をどこまで得られるかなど、各資材・地域ごと
の価格動向は目が離せない状況が続く。
一方、米国や欧州を初め、世界の中央銀行
がインフレ抑制で金融引き締めに動いたことで、
歴史的な通貨の流通量減少が起きており、今
後は景気の過度の冷え込みを避けながら物価
抑制の効果を見極める時期に移りつつある。国
内では、日銀の金融緩和政策の継続によって、
主要先進国の中で日本だけが例外的に低金利
を維持しており、急激な円安による割安感と合わ
せて、海外投資家の日本への投資意欲は拡大
していることもあり、短期では不動産投資は堅調
に推移していることが、建設工事価格の上昇を
下支えしている。（Fig.13）
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Fig.13 建築工事費（東京都）推移

（出典：アクア保有データ）

共同住宅モデル：都内ファミリータイプ分譲マンション（板状RC造・B1F/11F・施工面積16,500m2・164戸）
事務所モデル： 都内事務所テナントビル（ 正形S造・B1F/10F・施工面積6,300m2 ）

リーマンショック

東日本大震災

東京オリンピック招致決定

政権交代
民主党→自民党

新型コロナウイルス発生

東京オリンピック開催

ウクライナ侵攻開始
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標準モデルによる建物用途毎の時系列予測分析
共同住宅モデル、事務所モデルの建築工事
価格指数推移を基に、向こう1年間の時系列
予測分析を算出した。(Fig.14）（Fig.15）
共同住宅、事務所共、2002年4月以降の
価格上昇は予測値の上限を超えて推移してお
り、異常値とも言える急上昇だが、実績値と予
測値上限の差は、共同住宅では2.4%、

事務所では1.9%となり、前回レポートの共同住
宅2.8%、事務所3.0%から縮小している。
時系列予測分析方法
株式会社アクア保有の2006年1月から現時
点までの建築工事価格指数に対して、R言語に
よるProphetアルゴリズムを使った予測分析を行
い、時系列将来予測を算出した。

今後の建設工事価格の動向に関する考察
ロシアによるウクライナ侵攻から丸1年経ったが、和平への見通しは立たず、長期化の様相を呈している。
世界経済の成長率は2023年に1.7%への減速が予測され、世界不況に陥った2009年と2020年に
次ぎ、この30年間で3番目に低い。今後、インフレ率の上昇や政策引き締め、金融ストレスなどの経済
ショックは、世界不況を引き起こす可能性がある。一方、国内でのインフレ率は海外諸国ほどではないも
のの、今春以降の再値上げを発表した材料メーカーも多く、労務費の上昇機運の高まりが懸念される現
状では、依然として建設工事価格安定化の道筋は見通せない。

本資料は、株式会社アクア（以下「当社」といいます）が経済や市況、建設投資環境に関する情報提供のみを目的として作成してお
り、投資勧誘を目的とした資料ではありません。当社はここに記載された情報が十分信頼に足るものとして信じておりますが、その正確性・
完全性を保証するものではありません。本資料に掲載された予測や見通しは、発行時点のものであり、今後予告なしに変更されることがあ
ります。また、本資料を使用することにより生ずるいかなる種類の損失についても、当社は責任を負いませんので、投資の選択や投資時期
の決定等は必ず読者自身で御判断ください。なお、本資料の一部又は全部を問わず、当社の許可なく複製や再配布することを禁じます。
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（出典：アクア保有データ）

年月 2023年1月 2023年7月 2024年1月

実績値 149.0839

予測値 142.2755 144.4332 145.6132

予測値_上限 146.2970 148.4154 149.7867

予測値_下限 138.5319 140.5902 142.1436

年月 2023年1月 2023年7月 2024年1月

実績値 162.9421

予測値 153.8919 155.9553 157.099

予測値_上限 159.0669 161.2865 162.3517

予測値_下限 148.8149 150.6779 151.1368

Fig.14 共同住宅の時系列予測分析

Fig.15 事務所の時系列予測分析
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